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1． 研究背景と目的 

 地球温暖化による熱膨張を主とした海面上昇や気候変動による波浪特性の変化が懸念されている．長期的に

汀線が後退すると予想される．IPCC（1990）の予測によれば，2100 年までに地球の平均海面は最大 1m 上昇

すると見込まれている．本研究では，観測データから日本全国における長期的な波浪や潮位の変化特性を把握

し，侵食予測モデルを用いて温暖化によって今後予測される海面上昇量に対する潜在的な汀線後退量の推定を

行う． 

 

2． 日本全国の波浪・潮位の経年変化特性 

 日本全国の潮位データとして気象庁の潮位観測データを用いた．観測記録は最長で1961年から2008年まで

で，一時間毎に取得された潮位が記録されている．10年以上の観測記録を得られた観測地点のうち，地殻変

動に関する情報が入手できた地点を対象とし，各地点の年平均潮位，年最大潮位の変化傾向を求めた．地殻変

動の影響は，野口ら（2010）を参考にして，験潮場取付水準測量成果集（国土地理院海岸昇降検知センター）

を用いて除外した． 

 潮位データ例として油津の年平均潮位と年最大潮位の経年変化を図1に示す．図1より，油津では1961年

から2008年までに年平均潮位は0.17cm/year，年最大潮位は0.19cm/year程度の増加傾向にあった． 

全国的にも多くの地点で年平均潮位・年最大潮位ともに0.1cm/year以上の増加傾向にあり，これらの地点で

は尐なくとも最近の数十年間は日本周辺の平均海面が上昇していたと考えられる（図2）． 

図1 （a）油津の年平均潮位および（b）年最大潮位 
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図3 （a）常陸那珂の平均有義波高および（b）最大有義波高 
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 次に波浪に関しては，全国的な波浪観測記録として全国港湾海洋情報網（ナウファス）を用いた．観測記録

は最長で1991年から2008年までで，月毎の平均有義波高，最大有義波高などが記録されている．対象とした

観測地点は，1991 年から10年以上の観測記録が得られた地点に，2001 年から2008 年までの観測記録が得ら

れた紋別南，高知，十勝，新潟沖，小松島，アシカ島を加えた計 39 地点で，各地点の年平均有義波高，年最

大有義波高の変化傾向を求めた．  

波浪データ例として常陸那珂の年平均有義波高と年最大有義波高の経年変化を図3に示す．図3より，常陸

那珂では1991年から2008年の間に，年平均有義波高は0.70cm/year，年最大有義波高は7.68cm/year程度増加

傾向にあった．年平均有義波高に顕著な傾向は見られなかったものの，年最大有義波高は全国的にも多くの地

点で尐なくとも最近の数十年間は 1cm/year 以上の増加が認められた（図 4）．暴浪時には急激な海岸侵食が生

じることから，年最大有義波高の増大は砂浜侵食リスクの増大を意味する． 
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図2 （a）年平均潮位トレンドの全国分布および（b）年最大潮位トレンドの全国分布 

 

（a）                                               （b） 

 



（a）                                               （b） 

 

 

3.侵食量の推定 

3.1侵食モデル 

 砂浜の長期侵食予測モデルとしては， Bruun 

（1962）式，Dean 式（1994）を用いた．これ

らの式は簡便で，沿岸漂砂の影響を考慮できな

い等の制約があるものの，これに代わる長期侵

食予測モデルが存在しないことから多くの研

究で用いられている（Cooper and Pilkey, 2004; 

FitzGerald et al., 2009; Ranasinghe and Stive, 2009）．

Bruun 則では，汀線付近の断面地形には底質粒

径と波浪条件から決定される平衡断面地形が

存在すると仮定し，その地形は式（1）で表さ

れる（図5）． 

ℎ∗ = 𝐴𝑦2/3 （1） 

ℎ∗は水深，𝐴は海浜断面係数，𝑦は沖方向の距離である．𝐴は砂浜の底質粒径と強い相関があることが指摘さ

れており，Deanら（1994）によってその関係性が整理されている．海面が上昇すると，砂浜はこの平衡断面

地形に向かって土砂移動する．この移動によって汀線が後退する．この後退量は式（2）で表される． 

∆𝑦 𝑊∗ = −𝑆 (ℎ∗ + 𝐵ℎ) （2） 

∆𝑦は汀線後退量（m），ℎ∗は土砂移動限界水深（m）, 𝑊∗は土砂限界水深までの水平距離（m），𝑆は海面上昇量

（m），  𝐵ℎはバームの高さ（m）を表す． ℎ∗は，地形変化の沖側境界の水深という定義からHallemeier（1978）

による式（3）を用いて算定する． 

ℎ∗ = 2.28𝐻 𝑚 − 68.5  𝐻 𝑚
3

𝑔𝑇 𝑚
3

  （3） 

𝐻 𝑚は年最大有義波高の観測値の平均値，𝑇 𝑚は年最大有義波周期の観測値の平均値，𝑔は重力加速度を示す．𝑊∗

は式（１）に粒径により与えられる𝐴，式（3）より算定されるℎ∗を代入することで算定する．また𝐵ℎの算定

図5 Bruun（1962）の平衡断面地形 

図4  （a）年平均有義波高トレンドの全国分布および（b）年最大有義波高トレンドの全国分布 

 



式として，武田・砂村（1983）によって与えられた式（4）を用いて算定する． 

𝐵ℎ = 0.125𝐻 𝑏
5

8（𝑔𝑇𝑠 
2
）

3/8
（4） 

𝐻 𝑏は𝐻 𝑠に対する砕波波高（m），𝐻 𝑠は年平均沖波有義波高の観測値の平均値，𝑇 𝑠は年平均沖波有義波周期の観

測値の平均値を表す．𝐻 𝑏は砂村（1983）によって与えられた式（5）によって算定する． 

𝐻 𝑏 𝐻 𝑠 =  𝑡𝑎𝑛α 0.2（𝐻 𝑠 𝐿 𝑠 ）
−0.25

（5） 

𝑡𝑎𝑛αは井上ら（1993）と同様に移動限界水深付近の海底勾配， 𝐿 𝑠は年平均沖波有義波波長の観測値の平均値

を表す．これらの式を用いれば，砂浜の粒径，海底勾配，沖波の波浪条件から侵食量を算定することができる． 

 Dean（1991）はBruun則と同様な考え方に基づいて，バームが垂直に伸びている地形に対して砂浜の後退量

を算定する式（6）を導いている． 

∆𝑦 𝑊∗ = −𝑆 𝐵ℎ + 3 (ℎ∗ 5𝐵ℎ)  1 −  1 + ∆𝑦 𝑊∗  5/3 （6） 

ここで𝐵ℎ，ℎ∗，𝑊∗の算定方法は Bruun 則と同じ

である． 

以上の Bruun，Dean の２つのモデルを用いて，

文献等から底質粒径・海底勾配が得られた海岸に

対して海面上昇した場合の後退量を算定する．図

6 には，平均有義波高を 1m，平均有義波周期を

6sec とし，最大有義波高を 5m，最大有義波周期

を 10sec に固定した場合の海底勾配，海浜断面係

数とBruun式による侵食量の関係を示した．また

図 7 には，同じく平均有義波高を 1m，平均有義

波周期を6secとし，𝐴=0.1，𝑡𝑎𝑛𝛼 =0.01に固定し

た場合の最大有義波高，最大有義波周期と Bruun

式による侵食量の関係を示した． 

 海面上昇量として，三村ら（1993）と同様に IPCC 

WG1（1990）の予測に基づいて 2100 年時点の最

も高い予測である 1m を用いることにした．また

海浜断面係数を求めるために必要な砂浜の底質粒

径，海底勾配は参考文献に示す文献等から引用し

た．粒径条件が得られなかった海岸に対しては，

三村ら（1993）の研究を参考にして，𝐴 =0.1とし

て計算した． 

 

 

 

 

図7 最大有義波高と最大有義波周期とΔy  

図6 海浜断面係数と海底勾配とΔy  



3.2結果 

Bruun 式と Dean 式を用いて推定した日本全国の侵食量分布を図 8，図 9 に示す．いずれの地点でも Bruun

式を用いた推定結果よりDean式を用いた方が侵食量は大きくなった．後退量はばらつきがあるが，-30～-170

ｍ程度で大きい値となった．粒径が大きい地点で海岸侵食量が小さい値になった． 

4. まとめ 

 全国的な潮位・波浪の経年変化特性について分析した結果，尐なくとも最近の数十年間は，年平均潮位，年

最大潮位は全国的に増加傾向にあり，年最大有意義波高に関しても同様に増加傾向にあった．このことから，

日本の海岸侵食リスクは長期的に増大傾向にある可能性がある．また，海岸侵食モデルを用いて砂浜侵食量を

推定した結果，1m の海面上昇で 30～170m 汀線が後退する可能性があると推定された．しかし，粒径の情報

がない砂浜が存在し，侵食量の推定値の影響が大きい𝐴の値を 0.1 で与えており，また，侵食量は実際の砂浜

幅を超えることはないものの，今回の推定結果ではこれを考慮しておらず，砂浜幅以上の侵食量と推定した可

能性があり，今後これらについて検討を要する． 
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